
大規模学術フロンティア

促進事業について

資料２－２
科学技術・学術審議会 学術分科会 研究環境基盤部会
学術研究の大型プロジェクトに関する作業部会

（第62回）Ｈ29.3.30

○ 最先端の大型研究装置等により人類未踏の研究課題に挑み、世界の学術研究を先導

○ 国内外の優れた研究者を結集し国際的な研究拠点を形成するとともに、研究活動の共通基盤を提供

目 的

○ 日本学術会議において科学的観点から策定したマスタープランを踏まえつつ、文部科学省において戦略性・緊急性等を加味し、ロードマップを策定。

その中から実施プロジェクトを選定。

○ 原則１０年間の年次計画を策定し、専門家等で構成される委員会で評価・進捗管理

○ 大規模学術フロンティア促進事業として、国立大学運営費交付金等の基盤的経費により戦略的・計画的に支援

推進方策

歴史的典籍を活用した異分野融合研究の醸成と
日本文化の国際的発信

日本語の歴史的典籍30万点を画像データベース化し、新たな
異分野融合研究や国際共同研究の発展を目指す。古典籍に
基づく過去のオーロラの研究、江戸時代の食文化の研究など
他機関や産業界と連携した新たな取組を開始。

世界の学術フロンティアを先導する大規模プロジェクトの推進

大規模学術フロンティア促進事業

日本語の歴史的典籍の国際共同研究ネットワーク構築計画
〔人間文化研究機構国文学研究資料館〕

大型低温重力波望遠鏡(ＫＡＧＲＡ)計画
〔東京大学宇宙線研究所〕

アインシュタインが予言した重力波（時空の歪み）
観測による重力波天文学の創成

一辺３kmのL字型のレーザー干渉計により重力波を観測

し、ブラックホールや未知の天体等の解明を目指すととも

に、日米欧による国際ネットワークを構築し、重力波天文学

の構築を目指す。

○ ノーベル賞受賞につながる画期的研究成果（受賞歴：H14小柴先生、H20小林先生、益川先生、H27梶田先生）

○ 年間約１万人の共同研究者（その約半数が外国人）が集結し、国際共同研究を推進（共同研究者数：9,555名 内外国人：4,696名 H27実績）

○ 産業界と連携した最先端の研究装置開発により、イノベーションの創出にも貢献（すばる望遠鏡の超高感度カメラ➠医療用X線カメラ）

主な成果

平成２９年度予算額 ：３２６億円
（平成２８年度予算額 ：３３０億円）

我が国独自のアイディアによる「大型ヘリカル装置（ＬHＤ）」

により、高温高密度プラズマの実現と定常運転の実証を目

指す。また、将来の核融合炉の実現に必要な学理の探求

と体系化を目指す。

超高性能プラズマの定常運転の実証

〔自然科学研究機構核融合科学研究所〕

「究極の科学技術イノベーション」核融合の実現
に向けた学理の追求



日本語の歴史的典籍30万点を画像データベース化し、新たな

異分野融合研究や国際共同研究の発展を目指す。古典籍に基

づく過去のオーロラの研究、江戸時代の食文化の研究など他

機関や産業界と連携した新たな取組を開始。

日本語の歴史的典籍の国際共同研究ネットワーク構築計画
（人間文化研究機構国文学研究資料館）

一辺３kmのL字型のレーザー干渉計により重力波を観測し、

ブラックホールや未知の天体等の解明を目指すとともに、

日米欧による国際ネットワークを構築し、重力波天文学の

構築を目指す。

加速器のビーム衝突性能を増強し、宇宙初期の現象を多数再現
して「消えた反物質」「暗黒物質の正体」「質量の起源」の
解明など新しい物理法則の発見・解明を目指す。小林・益川
先生の「ＣＰ対称性の破れ」理論（2008年ノーベル物理学賞）
を証明。

日本原子力研究開発機構（ＪＡＥＡ）と共同で、世界最大級

のビーム強度を持つ陽子加速器施設を運営。多様な粒子ビー

ムを用いて基礎研究から応用研究に至る幅広い研究を推進。

日米加中印の国際協力により口径３０ｍの「ＴＭＴ」を米国

ハワイに建設し、太陽系外の第２の地球の探査、最初に誕生

した星の検出等を目指す。

スーパーＢファクトリーによる新しい物理法則の探求
（高エネルギー加速器研究機構）

３０ｍ光学赤外線望遠鏡（ＴＭＴ）計画の推進
（自然科学研究機構国立天文台）

超大型水槽（５万トン）を用いニュートリノを観測し、その

性質の解明を目指す。ニュートリノの検出（2002年ノーベル

物理学賞小柴先生）、ニュートリノの質量の存在の確認

（2015年ノーベル物理学賞梶田先生）などの画期的成果。

日米欧の国際協力によりチリに建設した口径１２ｍと７ｍの

電波望遠鏡からなる「アルマ」により、地球外生命の存在や

銀河形成過程の解明を目指す。

米国ハワイ島に建設した口径８.２ｍの「すばる」望遠鏡に

より、銀河が誕生した頃の宇宙の姿を探る。約129億光年

離れた銀河を発見するなど、多数の観測成果。

スーパーカミオカンデによるニュートリノ研究の推進
（東京大学宇宙線研究所）

我が国独自のアイディアによる「大型ヘリカル装置（ＬＨＤ）」
により、高温高密度プラズマの実現と定常運転の実証を目指す。
また、将来の核融合炉の実現に必要な学理の探求と体系化を目
指す。

国内の大学等を100Gbpsの高速通信回線ネットワークで結び、

共同研究の基盤を提供。国内800以上の大学・研究機関、約

300万人の研究者・学生が活用。

大型光学赤外線望遠鏡「すばる」の共同利用研究
（自然科学研究機構国立天文台）

超高性能プラズマの定常運転の実証
（自然科学研究機構核融合科学研究所）

新しいステージに向けた学術情報ネットワーク（ＳＩＮＥＴ）整備
（情報・システム研究機構国立情報学研究所）

大強度陽子加速器施設（Ｊ－ＰＡＲＣ）による物質・生命科学
及び原子核・素粒子物理学研究の推進（高エネルギー加速器研究機構）

大型低温重力波望遠鏡（ＫＡＧＲＡ）計画
（東京大学宇宙線研究所）

〔Courtesy TMT Observatory Corporation〕

大型電波望遠鏡「アルマ」による国際共同利用研究の推進
（自然科学研究機構国立天文台）

大規模学術フロンティア促進事業において実施する大型プロジェクト

学術研究の大型プロジェクトの予算額の推移

※ 各年度の予算額には「南極地域観測事業」及び「放射光施設による実験研究」を含む
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（単位：百万円）運用に係る経費 国立大学法人先端研究推進費補助金 設備の整備に係る経費

32,57812



事前評価 進捗評価 期末評価

趣旨

当該計画の着手の是非
を判断し、着手する場合
に当たっては、今後の事
業の進捗にあたっての留
意点等を明らかにする。

施設整備や高度化が終了し運用を開始する前や、研究計画局面が変
わる時期などに、プロジェクトの進捗状況や今後の運用体制を含む実施
体制を確認し、運用開始の是非や引き続きのプロジェクト推進の是非を
確認するとともに、運営改善、計画変更等の要否及び今後のプロジェクト
推進にあたっての留意点などを明らかにするため、本作業部会において
現地調査・ヒアリングを実施し、評価結果をとりまとめる。

大規模学術フロンティア促進事業で実
施してきた計画の目的や目標が達成さ
れたかを評価し、計画の意義、成果、波
及効果などについて、社会や国民への
説明責任を果たす。

評価時期 事業開始前

プロジェクトの性格に応じ、１回ないし複数回実施する。
・プロジェクトの途上において大きな進展が予定され、それまでの
成果や今後の展望等を評価すべき場合
・施設整備や高度化が終了し本格運用に入る前
・諸情勢の変化により大きく計画を変更する時期
・その他、本作業部会として必要と認める時期

年次計画終了後

学術研究の大型プロジェクトのマネジメント（イメージ図）

大型プロジェクトの推進に関する基本構想「ロードマップ」（文部科学省策定）

学術政策上、優先度が高く予算化する事業 （事前評価）

年次計画を策定し、大規模学術フロンティア促進事業に位置付けて実施

○大型研究計画の評価

○大型研究計画の実施

マスタープラン（日本学術会議策定） ※3年に一回程度改定

※3年に一回程度改定

マスタープランを踏まえ科学技術・学術審議会で調査・審議

事前評価

大規模学術フロンティア促進事業での支援期間は、
年次計画の最終年度までとする。

継続して発展的に行う
計画（後継計画）がある
場合には、別途事前評
価を受けるものとする。

年次計画

１０年以内を原則とするが、大型施設計画については、
施設整備後の運用年数も勘案し、科学成果の評価のた
めの施設整備後数年以内の初期運用期間を加えること
も可能とする。

進捗評価 進捗評価 期末評価


